
メダル獲得に向けたマルチサポート戦略事業 （ 新 規 ）
26年度予定額： 2,834,069千円

我が国のトップアスリートが世界の強豪国に競り勝ち、確実にメダルを獲得することができるよう、メダル獲得が期待される競技をターゲットとして、アスリート支援や
研究開発について、多方面から専門的かつ高度な支援を戦略的・包括的に実施する（オリンピック・パラリンピック競技対象）。
パフォーマンスの最大化に焦点を当て、第17回アジア競技大会、第2回アジアパラ競技大会（2014/韓国・仁川）での競技への最善の準備を行う環境を提
供するため、選手村村外にスポーツ医・科学、情報面等から総合的にサポートするための「マルチサポート・ハウス」を設置する。
また、パラリンピック競技について、上記取組の具体的な支援内容の分析等を行いつつ、トライアルを実施する。

強化合宿や競技大会における動作分析、ゲーム分析、情報収集、栄養サポート、コ
ンディショニングサポート、心理サポートなど、各分野の専門スタッフが、スポーツ医・科
学、情報等を活用して、トップアスリートが試合に勝つために必要なサポートを実施。

我が国の科学技術を活かして、選手専用（テーラーメイド型）の競技用具やウェ
ア、シューズ、日本人の弱点を強化するための専用トレーニング器具、コンディショニ
ング、疲労回復方法等の研究開発を実施。

第17回アジア競技大会、第2回アジアパラ競技大会（2014/韓国・仁川）において、競技直前の準備のために選手、コーチ、サポートスタッフが必要な機能（分析サポート、
リカバリー・コンディショニング、コミュニケーション・リラックス、情報戦略）を選択できるサポート拠点を設置。

アスリート支援

マルチサポート・ハウス

研究開発

□ 映像フィードバック □ 映像編集
□ 簡易動作分析 □ 結果集積・分析

□ サポート内容のコーディネート □ 戦況分析・調査
□ 日本選手団との連携・調整 □ 現地と日本との連携・調整

□ 選手・コーチ・スタッフのミーティング
□ リラックス、リフレッシュスペース

□ 栄養補給 □ メディカルスペース
□ リカバリープール □ トレーニング、心理サポート

分析サポート リカバリー・コンディショニング

情報戦略コミュニケーション・リラックス

バイオメカニクス
／マテリアル心理学

情報戦略・評価

栄養学 動作分析

マネジメント生理学

医 学科 学

第30回オリンピック競技大会（2012/ロンドン）
マルチサポート・ハウス

- 12 -



スポーツ指導における暴力行為等に関する第三者相談・調査制度を実施し、スポーツ界における暴力行為等の根絶を図り、
スポーツを行う者の権利利益の保護及びスポーツに関する活動の公正かつ適切な実施を確保する。

スポーツを行う者を暴力等から守る第三者相談・調査事業

スポーツ指導における
暴力・パワハラ・セクハラ行為の発生･･･

①スポーツを通じて幸福で豊かな生活を営む権利の実現を阻害

②我が国の国際競技力の向上・選手強化に影響

③スポーツ界のイメージ悪化 ⇒ 選手参加・国際交流に影響

目的

アプローチ（事業概要）

弁護士・臨床心理士等の公正・中立な第三者からなる委員会を（独）日本スポー
ツ振興センターに設置し、スポーツ指導における暴力行為等に関する相談・調査業
務を行う。

スポーツ基本法では、国は、スポーツ選手の競技技術の向上及びその効果の十分な発揮を図る上で必要な環境整備を行うことが求
められている。また、日本スポーツ振興センター法では、センターは、スポーツを行う者の権利利益の保護、心身の健康の保持増進
及び安全の確保に関する業務及びスポーツに関する活動が公正かつ適切に実施されるようにするため必要な業務を行うことが求められ
ている。

背景

しかし･･･

（ 新 規 ）
26年度予定額 ： 36,502千円

課題

スポーツ界から暴力根絶！スポーツを行う者の権利利益の保護！
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目的：「スポーツ指導者の資質能力向上のための有識者会議（タスクフォース）報告書」に基づき、国を挙
げてコーチング・コーチの質の向上・保証のための取組を総合的に推進することで、スポーツの健全
性の維持・向上を図る。

コーチが育成過程において確実に習得するべき知
識・技能を明らかにし、「モデル・コア・カリキュラム」を
作成する。

○ 全国の体育系・教育系（体育専攻）大学の教育内容
調査

○ コーチング現場の課題を解決するために必要な教育
内容の検討

○ 「モデル・コア・カリキュラム」の作成及び活用の促進

コーチ育成のための
「モデル・コア・カリキュラム」の作成

競技者・チームを支えるコーチ、家族、マネジャー等
の関係者・関係団体（アスリート・アントラージュ）が連
携してコーチング環境を改善するための取組を推進
する。
○ コーチング現場におけるアスリート・アントラージュ連
携に向けた課題分析・改善方策検討

○ 研修会の開催、アスリート・アントラージュの交流促進
等の実施

○ 取組の成果を共有するためのシンポジウムの開催

「アスリート・アントラージュ」
の連携協力推進

コーチング・イノベーション推進事業 （ 新 規 ）
２６年度予定額： 30,751千円

これらの取組における成果を全国に周知し、
新しい時代にふさわしいコーチングの普及・啓発に努める

意識啓発

「コーチング推進コンソーシアム」（仮称）
スポーツ関係機関が一堂に会し、コーチングにおける課題の共有及び改善・充実のための連携した取組を推進

以下の取組と連携
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【背景】 スポーツを通じてすべての人々が幸福で豊かな生活を営むことができる社会を実現するため、各人がその自発性 の
もとに、ボランティア活動を通じてスポーツを支えていくことが不可欠。

スポーツにおけるボランティア活動活性化のための調査研究 （ 新 規 ）
26年度予定額 : 49,676千円

スポーツにおけるボランティア活動を実施
している「個人」を対象にアンケートやヒア
リング調査

① 活動場面や役割に求められるスキルや
人材像
② 全国のスポーツイベントや大会での
研修会や継続活用における共通課題

「個人」の活動実態調査

クラブ・団体
ボランティア
（クラブ、スポー
ツ団体）

ボランティア指導者
（スポーツ指導者、指導者アシスタント）

運営ボランティア
（クラブ役員、世話役、運搬・運転、競技
団体役員等）

イベント
ボランティア
（国際的・全国的
スポーツ大会）

専門ボランティア
（審判員、通訳、医療救護、データ処理等）

一般ボランティア
（給水・給食、受付・案内、記録・掲示、
交通整理、運搬・運転、ホストファミリー等）

ボランティア団体やボランティアバンクに
ついての活動実態調査やトライアル事業によ
る「組織・団体」の活性化具体策の提示

① 活動継続のための課題を抽出
② トライアル事業 人材と活動のマッチ
ング手法、スポーツイベントからの登録
者拡大やボランティア団体創設

「組織・団体」の活動実態調査

（※）ガイドブック（参考書）
《内容例》
・スポーツにおけるボランティア活動
の分類

・各分類の活動概要、役割、人材像、
スキル体系

・スポーツイベントにおける研修プロ
グラム、イベントマネジメント

○ 国際競技大会におけるスポーツボラン
ティアに関する大会期間中のマネジメン
トや大会後の活動状況などを調査（アメ
リカ、イギリス等）

海外における先進事例調査

「個人」 の 活性化 「組織・団体」 の 活性化 大会・イベントや
地域スポーツ活動での

活用と活性化

ボランティア活動関連団体や地方公共団
体が抱える共通課題の解決策として活用可
能なガイドブックを作成・配布

ガイドブック(※)の作成・配布

① 各団体での課題の解決策を共有
② スポーツにおけるボランティア活動
の担い手を繋ぐための具体的方策を提示

【課題】 我が国のスポーツにおけるボランティア活動の実施割合は、直近１０年間は７％～８％で推移しており、
その活用は十分ではない。 （スポーツライフ・データ2012 （公財）笹川スポーツ財団）

【事業内容】 スポーツ（障害者スポーツを含む）におけるボランティア活動の担い手（個人や組織・団体）の要件を整理し、活動
の活性化のための今後の方向性と「支えるスポーツ」の推進のための具体的方策を取りまとめることによって、一
体感や活力あるスポーツ立国の実現のための環境整備に資する。

先進事例調査

活

用

一体感や活力あるスポーツ立国を実現
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障害者のスポーツ参加における安全確保に関し調査研究を行い、成果をガイドブックにまとめて広くス
ポーツ指導者やボランティアなどに普及・啓発することにより、地域において障害者のスポーツ参加を安
全かつ円滑に進められる環境を整備し、障害者のスポーツ参加機会の拡充を図る。

障害者のスポーツ参加における安全確保に関する調査研究

事業の目的

事業内容

・障害者が日常的に安全にスポーツに親しめる環境の確保
・不安の解消によるスポーツ指導者・ボランティアの障害者スポーツへの参画の拡大

（ 新 規 ）
２６年度予定額 ： １２，０２６千円

障害者の日常的なスポーツ参加機会の拡充

○先行研究・データを活用し、障
害者のスポーツ事故に関し、
発生場所や競技種目等による
特徴や原因等を調査

○障害者スポーツ施設等におけ
る安全確保に関する実態調査
や先進事例の収集

○調査結果を踏まえた安全確保
方策の検討

○障害者スポーツや地域ス
ポーツのスポーツ指導者・
医師・研究者等の有識者
による調査研究協力者会
議を設置し、事業方針の
検討や調査結果の分析等
を実施

②安全確保方策の検討①調査研究協力者会議

○事故の防止・軽減策等
の安全確保方策につい
て、分かりやすいガイド
ブックを作成し配布

○シンポジウムの開催等
を通じて広く周知

③ガイドブックの作成
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②の実践研究を行った各ブロック代表者や地域スポーツ関係者等が一堂に会し、実践研究等の成果につい
て発表し、意見交換を行うシンポジウムを開催し、その成果資料を各地域における取組に役立てる。

○事業の実施にあたっての基本方針等の策定、各ブロックにおける取組の方向性の調整、事業成果の検証等を実施。
○障害者が地域におけるスポーツ・レクリエーション活動に主体的に参画する方策等についても検討。

スポーツは、障害者が自主的かつ積極的にスポーツを行うことができるよう、障害の種類及
び程度に応じ必要な配慮をしつつ推進されなければならない。

健常者と障害者のスポーツ・レクリエーション活動連携推進事業

スポーツ基本法における障害者スポーツに関する基本理念

①協力者会議の設置

③健常者と障害者が融合したスポーツ・レクリエーション活動についてのシンポジウムの開催

各種マニュアル、新しい種目、用具等の開発や実践研究の実施、地域におけ
る障害者のスポーツ・レクリエーション環境の実態把握等により、健常者と障害
者が一緒に楽しめるスポーツ・レクリエーション活動を推進する。

事業の目的

○障害者スポーツ関係団体等との連携による企画・運営・指導マニュアルの改良及び各ブロックにおける実践研究
○実践研究の成果やスポーツ医・科学を活用した新たな種目・用具等についての開発
○地域のスポーツクラブでの障害者スポーツ指導者によるコーチング等のモデル事業の実施
○地域における障害者のスポーツ・レクリエーション環境の実態把握

②健常者と障害者が融合したスポーツ・レクリエーション活動の実践研究

（ 前年度予算額 ： ７２,９３２千円 ）
26年度予定額 ： １０３,９６７千円
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地域スポーツとトップスポーツの好循環推進プロジェクト （前年度予算額：588,866千円）

26年度予定額：256,462千円

学校
（運動部活動）

総合型クラブ 小学校
（体育）

○ 小学校体育活動
コーディネーター
としてアスリート

スタッフを派遣

体育の授業等の支援

○ 地域のジュニア
アスリート等を支援

地域課題解決の取組

① 学校、地域連携
② 健康増進
③ 体力向上
④ 子育て支援 など

連
絡
・
調
整

企画・立案

○ 拠点クラブにおいてトップアスリートを活用し、地域のジュニアアスリート等を指導するとともに、学校に
「小学校体育活動コーディネーター」を派遣することなどを通じて、地域スポーツとトップスポーツの好循環を実現

○ 拠点クラブを核としたエリアネットワークを構築し、好循環の自立・継続化

「拠点クラブ」を核とした
エリアネットワーク構築

＜実践研究＞

① 自立・継続に向けた
課題の把握・共有化

② スポーツ指導者（トップ
アスリート等）の共有化

③ エリアネットワークを
活用した共同事業化へ
向けた実践トップアスリートによる支援

好循環の実現

スポーツ
少年団

拠点
クラブ

連
絡
・
調
整
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約９割が耐震化未対応
（耐震点検未実施含む）

約９割が耐震化未対応
（耐震点検未実施含む）

旧耐震基準の建築物の
約８割が耐震化未対応
（耐震診断未実施含む）

旧耐震基準の建築物の
約８割が耐震化未対応
（耐震診断未実施含む）

スポーツ施設の整備に当たっては、スポーツ
施設の利用の実態等に応じて、安全の確保を図
ることが重要であること等から、耐震性能が確
保されていない公立社会体育施設の耐震化事業
に対し国庫補助を行い、スポーツ活動環境及び
防災拠点の整備促進を図る。

「公立社会体育施設」で次のいずれかの要件を満たすもの。
・ Is値が0.7未満又はｑ値が1.0未満（Ｃｔｕ・ＳＤ値が0.3未満）の
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造、鉄骨造、鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造の建物
・ Iw値が1.1未満の木造建物

①耐震診断費、実施設計費、工事監理委託費
②耐震改修工事費(原則、耐震性能判定表に明記されたもの)
③耐震改修関連工事費
※耐震改修工事の施工上必要となる内外装等の改修工事や
耐震改修対象建物の吊り天井等非構造部材の耐震化含む。

④利用者の安全確保や防災機能強化のための工事
※障害者や高齢者の利用にも配慮したﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ化や災

害時に活用できる諸室(ﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾙｰﾑや救護室等)の改修工事。

補 助 率

社会体育施設耐震化事業 （前年度予算額：1,006,400千円）
26年度予定額：1,006,400千円

対象施設

事業概要

１／３

対 象 経 費

防災拠点の役割

現状公立社会体育施設耐震
改修状況調査

利用者の安全確保

平成２３年８月２４日：「スポーツ基本法」施行
(概要)スポーツ施設の安全確保について規定。
平成２５年１１月２５日：改正「建築物の耐震改修の促進に関する法律」施行
(概要)不特定かつ多数のものが利用する大規模な建築物等に対する耐震診断の義務化等を規定。
平成２５年７月１２日：改正「建築基準法施行令」公布
(概要)天井の脱落防止措置及びｴﾚﾍ゙ ﾀーー 、ｴｽｶﾚー ﾀー等の脱落防止措置を講ずることについて規定。

◆ 東日本大震災では多くの社会体育施設が被災。この他、天井等の落下事故等が発生
◆ 大規模な地震の発生に備えて、避難所等建築物の地震に対する安全性の向上を一層
促進するため、関係法令等が改正。

要求要旨 背景

関係法令
安全確保が
喫緊の課題

＜事故発生事例＞
◆平成２５年７月１４日

静岡県立富士水泳場で天井板等が
落下（右写真）。

◆平成２５年７月２９日
横須賀市立北体育会館屋内プール

で天井板が落下。

3,774

59.4%

40.6%

77.1%

50.1%

＜構造躯体＞　　　　　　【平成25年3月31日現在】

＜出典：「公立社会体育施設耐震改修状況調査」＜文部科学省調＞

昭和56年以前の建築物数

耐震診断実施済建築物

要耐震改修建築物

未改修建築物

耐震診断未実施建築物

10,857

92.9%

7.1%

80.9%

45.6%

＜非構造部材＞　　　　　【平成25年3月31日現在】

全施設数

耐震点検未実施建築物

＜出典：「公立社会体育施設耐震改修状況調査」＜文部科学省調＞

耐震点検実施済建築物

要耐震改修建築物

未改修建築物
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運動部活動指導の工夫・改善支援事業

都道府県・指定都市教育委員会（１８地域）

実践校の指定

・地域のスポーツ指導者の効果的な活用

・地域のスポーツ指導者と学校の連携体制の在
り方の検討 等

実践校

運動部活動等推進委員会
・地域のスポーツ指導者等の確保及びデータ
ベースの整備
・適切な指導方法等を中心とした研修会
の開催 等
地域のスポーツ指導者の活用の在り方に
関する実践研究

指導体制の工夫改善 生徒の自発的取組につながる
指導内容・方法の研究・定着

生徒のニーズに対応した運動部活動の
指導内容・方法の工夫改善

実践研究の実施

地域実践研究協議会

生徒のニーズに応え、自発的取組の喚起につ
ながる運動部活動指導の在り方の実践研究

・生徒が自ら目標設定、取組姿勢や練習方法
を考え、取り組んでいくような在り方の実践
研究
・多様なニーズを持つ生徒が混在する集団へ
の指導の在り方の実践研究 等

実践地区・校
報告

報告

体罰根絶と指導内容・方法の改善に
つながる資質向上の場の整備

・運動部活動の体罰根絶にむけた、運動部
活動指導の在り方に関するサミットの開催

・運動部活動指導者だけでなく、全ての運動
部活動関係者が参集

民間団体（２団体）

・運動部活動における体罰根絶にむけた取
組の徹底と科学的指導方法等の習得によ
る指導者の指導者養成

・各競技毎に指導者の指導者を養成し、各
地域における研修の機会を確保

運動部活動における体罰を根絶するとともに
適切な内容・方法による運動部活動を推進

現 状

○新学習指導要領において、部活動を学校教育の一環として明確に位置づけ
○平成２４年１２月の桜宮高校での体罰事案を発端として、運動部活動での体罰等が社会問題化
○教員数減、高齢化、練習引率の負担増、指導の高度化専門化が求められる一方、学校教育の一環としての組織的な指導体制の整備、
適切な指導内容、方法の定着、体系的な資質向上の取組が不十分。

（ 新 規 ）
26年度予定額：301,630千円

地域のスポーツ指導者等を活用した
運動部活動等の充実

都道府県・市町村教育委員会等（９箇所）

・関係団体等との連携協力体制の構築

運動部活動指導者サミットの開催

運動部活動指導者の指導者養成事業

目指す方向

本要求での取組
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【有識者会議・資料の作成】

実践協力校において開発された運動指導プログラム
及び実践の取組をまとめて指導参考資料（デジタル
映像資料）を作成。

【課題】 指針を踏まえた幼児に対する運動の指導法や上記事業の成果の普及が望まれるところ、幼稚
園等の教員は、園外で研修を受ける、他園等を参観することに時間的制約。

幼児期の運動に関する指導参考資料作成事業 （ 新 規 ）
２６年度予定額：６５，０３７千円

【実践協力校等 １７か所】

日常の活動の中で取り入れられる効果的な行動パ
ターン等を含んだプログラム、実践の取組を研究開
発を行う。

各園において取組を進めるためには、各園において視聴できるような指導で模範となる実技を
ビジュアルに示した資料を作成し各園に配付することが有意義。

指導参考資料の作成 幼児期運動指針を踏まえたプログラム
の研究開発等○運動指導

プログラム
の提供

○映像資料
の提供

今後の取組

これまでの取組

「幼児期の運動促進に関する普及啓発事業（平成２４・２５年度）」による成果の周知・活用の促進を実施

幼児期に習得しておくことが望ましい基本的な動作などを示した「幼児期運動指針」を作成（平成２３年度）
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全国体力・運動能力、運動習慣等調査

◆ 国、教育委員会、学校が子供の体力の状況等について詳細に把握・分析し、施策の検証、改善
に活用する。

◆ 体力と生活習慣、食習慣、運動習慣の関係を分析し、学校等における指導の改善に役立てる。

調査結果の提供
集計・分析結果
のフィーバック

目 的

実施内容

成果の活用

各教育委員会による子供の体力
向上施策への活用

国が全国的な状況を把握・分析し、
施策の成果と課題の検証、改善へ
の活用

学校における体育・健康に関す
る指導などの改善への活用

○実技調査（新体力テストと同項目）

○児童生徒に対する質問紙調査
（生活習慣・食習慣・運動習慣等）

○学校に対する質問紙調査

学 校

（前年度予算額：302,276千円）
26年度予定額：305,464千円

文部科学省

集計・分析集計・分析

•国全体、各都道府県、地域の規模別
の調査結果を公表

•都道府県、市町村、学校、児童生徒
に各々の調査結果を提供

○小学校５年生、中学校２年生の
全児童生徒を対象として調査
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安
全
で
効
果
的
な
体
育
活
動
の
実
施

体育活動における課題対策推進事業 （前年度予算額：１５，８１７千円）
26年度予定額：８０，７０３千円

学校における体育活動は、体力向上、健康増進、競争心や連帯感の涵養、人間関係の形成など、生涯にわたる豊かな生活を実現
するための基礎となるものである。一方で、毎年報告される死亡等の重大事故の発生や体育授業の効果的な実施などの様々な課
題も抱えている。これらの課題に対応し、安全でより効果的な体育活動を実施するための取組を推進する。

事故
防止

指導
内容の
改善

障害に
応じた
指導

全国的な体育活動中における事故防止の意識啓発、関係の取組の充実
【調査研究】
重大な事故事例や情報、再発防止のために留意すべき点、防止方策等について
把握・分析、研究

【協 議 会】
教育委員会、学校、大学、スポーツ関係団体等の関係者による防止方策の協議

【調査研究】
障害のある児童生徒に対する体育の授業等の指導事例を収集・分析し、障害の
種類と程度に応じた効果的な指導法を調査研究

【実践研究】
「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」等を踏まえ、体育活動を実施するう
えで課題となっている事項について、要因等を分析。解決改善方策を研究

（研究テーマ例）
・体育の授業における子供の技能の習得状況の違いに応じた指導の在り方
・女子児童生徒の運動習慣の確立につながる指導内容、方法の在り方
・体育活動で科学的な指導内容、方法による指導を発揮できるための資質能力
育成の在り方 など

学校体育活動における指導の在り方調査研究【新規】

スポーツ事故防止対策推進事業

障害のある児童生徒の体育活動における調査研究【新規】
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